
PHR協会 IHMS委員会議事録および追加的参考資料（案）
日時：2018年5月30日（火)15時～17時　場所：日立製作所品川会議室　＋　Web会議
出席者：　篠田、鈴木、藤井田、佐藤、村山（京都工場）、大林、森口記
Web側：、細羽、浅井（ピースマインド）（順不同・敬称略）
１． 議事（以下、鈴木司会）
（1） 4月10日の議事録案を確認した（全員）。
変更なし。
（2） 日医総研の標準化に関する動向についての議論：
a. 村山：日医総研等の現状を確認。全衛連に5万円で申しこんだがそれ以降の連絡はない。
b. 前回の委員会で検討した決議内容に関する疑問項目は相変わらず疑問
1 CDAよりも先CSVの標準データでの交換が優先して行われるらしい。
②想定される課題：
ａ．従業員の健康管理目的で、これまで健診機関がCSV等で顧客先に納入していたもの （読影コード体系等は独自仕様の場合が多い）
ｂ．従来より健診機関内で実施してきた健診・健康管理システムに活用する場合。（2重   基準のままで運用せざるを得ず、機関内の統合化には長い期間を要する。）
ｃ．学会等への了解は十分取られてはいない。
ｄ．（標準化であっても）匿名加工情報化されていない状態で、個人由来の健康情報を本　　人以外に健診機関から納品することに関して、個人情報保護法の観点からの対応は大丈夫か？本人同意はどうする予定か？検討は不十分。
ｅ．項目名称・判定等のコードの2点の標準化が必要と判明した。
　　健診機関では、顧客先企業等の仕様が個別に異なる。
→　日医総研からは詳細の仕様の最終形は提出されていない。
→　日医総研に関しても、健診機関側が仕様の明確化や標準化に体力が必要
③ＪＡＨＩＳは、本件に関しては不明であるが、ＨＬ７のフォーマットで、学童・乳幼児健診等を急げと言われている。次世代医療基盤法のからみと思われる。
（3） 「健康管理連携の標準化レポート」（大林案）をまとめる方向性確認（下記以外は細羽が中心）
現状のレポートに、大林が提供のCSV→CDA変換ツールの使い勝手・課題の記述を追加する。
大林、毛利、村山、佐藤、のご協力をお願いします。
ａ．毛利・村山：課題は昨年1月にＪＡＨＩＳと打ち合わせた以降も変化がない。
　　　X-Passのフォーマットを変更する必要あり。
今後は全健協の共通フォーマット（全健協の標準ＣＳＶ）へ移行する予定である。

ｂ．織田分のデータについて：
　　　項目名が毛利・村山分と異なっているので対応が不明
判定コード等の意味が不明
要は、項目名の意味や判定コード等の仕様書がないため対応付けができない。
ｃ．追加的に事務局からの質問、
下記に関するＣSV-ＣDAツールを使用してみての感想
1． ツール使用結果は成功か失敗か？
2． ツールを使う上で最も困ったこと。（以下は例）
・仕様書が分かりにくい（仕様書がない？）
・問い合わせのレスポンスが遅い
・CDA側のバージョンの変化の情報が得あれない。
・JAHISの仕様書が理解できない。記述不足でワカラからない。
・ツール利用によりできることが分からない
・自社内に、数多くのCSVフォーマットがあるので、変換作業が大変そう
ｄ．大林提案の仕様に関して、ＭＦＥＲとの対比を佐藤がコメントした結果について
ＭＦＥＲのＣＤＡについて、大林2017．8.24提出の「CDA変換サービス補足仕様（画像波形データ仕様）」　資料のP.3～5を再確認し整理する。
【異なっている点】については、大林ツールを適切に修正する。
【疑問に思った点】については、佐藤指摘の通り、統一する。

ｅ．（参考）浅井より、ストレスチェックについては、厚生労働省推奨標準が初めから指定されており、今から、項目名や判定コード等の標準化に関する議論はあり得ない。
(4)ＰＨＲの今後の方向性を検討するにあたり、「そもそも（ＰＨＲ協会が検討対象とする）ＰＨＲとは？」を書面にしたい。以下は、事務局の検討。提案
　Ａ．事務局から、下記資料を議論の開始に提示された。
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ａ．現状、「What is PHR？」は協会の「PHRの定義」である程度定まっているが「PHRをHowどのように、Whyどうして　活用するか？」が明確でない。そういう意味の定義の議論をしなければならない。
ｂ．その観点から、世界へ進出しようと努力している、鉄道インフラの国際規格（ＲＡＭＳ規格）をベースとした事務局の「PHRサービス・製品認証システム」案を用意したので検討を行う。ＰＨＲ協会の検討は、現在は、認証までを対象としていない。
ｃ．本日は、「PHRサービス・製品認証システム」のうち、第1章～第6章までを検討した。
ｄ．事務局は、ＰＨＲの類型として、既にiPHR（産業保健PHR）について、ある程度の内容は案を書けたが、mPHR（医療分野PHR）、dPHR（匿名化医学研究・医療経済的・戦略構築的分析用PHR）については、活発な議論がなされた。
　　論点1：医療機関内（ＥＭＲ）・医療機関間（ＥＨＲ）で発生し、その機関内でのみ利活用される個人医療情報は、ＰＨＲと呼ばない。ＰＨＲとは「個人管理で個人のために利活用するための個人健康情報である。」この中には、ＩｏＴや血圧などのように、個人が個人のために収集する（やや、信頼性が低い）情報もＰＨＲに分類されている。との意見が多かった。
　　論点2：匿名加工情報について、政府はこれを次世代医療基盤法のアウトプットとしてＰＨＲと呼ぶのでは？という意見があったが、、これを協会としてのＰＨＲに含めるかどうかは意見が分かれた。
　　論点3ＪＡＨＩＳでの「国の考えるＰＨＲは何か？」との議論では、
1 保険組合で収集されるレセプトデータと特定健診・特定指導である。
（その場合は、高確法の範囲となり、主体は都道府県で、74歳まで？）
2 医用画像や波形情報は検討外
3 乳児・学童のみで、産業保健分野の情報は民間のデータのため、検討外
と考えられている。
　・結論：個人から取得された個人健康情報を、（病院・企業内で労働安全衛法等）機関のためのみでなく、個人の意識で活用するものをＰＨＲと呼ぶとする。
Ｂ．「PHRの定義」等の議論を行うことについての意見
議論そのものは金を生まないし、そのような議論が政府・市場・ITベンダ・ヘルスケアベンダ等に与える影響はないかもしれないが、協会の内部的には、PHRの定義がどのようなもので、議論している部分がどこかを明確にして議論を進める必要がある。
Ｃ．PHRの定義について、添付資料(2)(3)　を元に次回以降検討する。
（１）「添付資料(2) PHR版ISOの目次（案）」
「ISO15408 ITセキュリテイ」をモデルとして森口がPHRに変換した。
ISO/IEC17067に準拠している。
その一部を具体的に記述中である。全体像は極めて膨大であるため、次回以降にどの部分から始めるかを議論し、会員の皆様がそれぞれの得意分野で協力いただくことが必要。
（２）「添付資料(3) (3)201180410PHR製品認証システム（森口書きかけ）」
主に、設計者（ベンダ側）から、自らが供給する製品がどのスキームタイプを目指すものであるかを分類したものと考えている。
（３）ＰＨＲ協会にとって「ＰＨＲ協会は定義されたＰＨＲに何をするか？」（何で生計をたててゆくか？）について、6月24日の理事会と、それに続く、戦略委員会（会員の皆様に参加をいただく）で議論を進める予定である。
次回は、2018年 6月20日(金) 15:00～17:00　MeetingRoom 1（10名）　　　　　　―以上―

